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微生物保存機関とは



Biological Resource Center

生物資源センター（Biological Resource Center; BRC）

カルチャーコレクション（微生物）、動物園、植物園、種子センター、
細胞バンク、等

生物資源の保存と供給

生物資源に関するR&D

生物多様性の保全

生物参照材料の保存

知的財産保護に関する生物資源の保存

微生物保存機関、カルチャーコレクション
1. 微生物は、生きた菌株が命名や分類の基準となる（例外：真菌の場合、標本

が基準となる）
2. 保存を専門とする機関において、性質を保ったまま安定して保持し続ける：

微生物学や産業の安定と発展のために重要
3. 多様性保存の観点：環境中から分離した生物遺伝資源を再度分離することは

非常に難しい



NBRCカルチャーコレクションの概要
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生物遺伝資源保存施設
千葉県木更津市かずさアカデミアパーク内

生物資源保存施設
上：超低温フリーザー（－80℃）
下：液体窒素タンク（－170℃）微生物のアンプル

製品評価技術基盤機構バイオテクノロジーセンター
（NBRCカルチャーコレクション）
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NBRCが保有・提供する微生物
NBRC 株 （ISO9001管理） 32,166 株（平成30年3月末）
・ NBRC番号（菌株番号の前にNBRC）がついている一般

に広く公開された微生物のコレクション
・ NBRC番号を取得してNBRCから公開するために保存を

依頼されたもの
・ 分類学的基準株
・ 論文発表株
・ 薬局方、JIS、ISOなどの試験法に規定された菌株

・ スクリーニング用途などの利用を想定し、NBRCが独
自に収集した微生物

・ 独自に分離、国内機関からの譲渡、海外との共同事業
で収集

・ 属レベルまでの簡易同定
・ 国内株はNITEが所有権を保有
・ 海外株は原産国との契約に基づいて移転
・ 年間利用料 500～1,000円／株・年

・ 微生物ゲノムDNA
・ ヒトcDNAクローン
・ 微生物DNAクローン

スクリーニング株（RD株） 49,731株（平成30年11月末）

その他
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NBRC株の新しい寄託・分譲制度



【背景】
• 「遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分（ABS：

Access and Benefit-Sharing）」に関する名古屋議定書が発効（平成26年10月12日（日
本では平成29年8月20日発効））したため、遺伝資源の利用に関して原産国の法整備が進
み、様々な利用条件が課される可能性がある。

• 企業・大学の研究者によって開発・分離された有用な微生物は長期保存されたまま放置さ
れ、異動や退職、任期終了等によって廃棄されてしまう危険な状況にある。

【目的】
• 名古屋議定書の発効に伴い、原産国の法整備が進み、これまでの寄託制度※では、原産国の

条件とNITEの条件が合わず、寄託を受け入れられない可能性があるため、国内外の産業有
用な生物遺伝資源を受け入れる体制を確保する。

• 今後も多様な生物遺伝資源を収集するため、寄託者が、様々な利用条件を選択できるよう
にして、寄託者の権利を保護することで、寄託を促進する。

• 生物遺伝資源の利用を促進するため、分譲時には寄託時の条件を提示し、利用条件を明確
化する。

※これまでの寄託制度
「一般寄託」 ・・・生物遺伝資源の分譲を受けた者が特段の制限無く利用ができる。
「制限付き寄託」・・・研究利用を前提とし、商業利用時は寄託者の許可を必要とする。

寄託・分譲制度を改正した背景と目的
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新しい寄託制度の要素
新しい寄託制度では、５種類の異なる利用条件が設定できる。
この利用条件は「商業的利用の可否」、「商業的利用する場合の条件」
が要素となる。



新寄託制度の要素

– 非商業的利用とは、

研究開発など利用段階では収益を得ない活動の範囲で生物遺伝資源
等を利用すること （全てのNBRC株は非商業的利用できる）

– 商業的利用とは、

非商業利用以外の場合であって、製造又は検査など収益を得ること
を目的とした活動において生物遺伝資源等を利用すること

（知的財産権に係る出願を行う場合を含む）
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「商業的利用の可否」 ｰ 商業的利用と非商業的利用

• 商業的利用を念頭においたものであっても研究開発は非商業利用
とする。

• 教育、検査及び品質管理を目的とした利用も非商業的利用の扱い
とする。

【菌株利用者の注意点】
第三者が生物遺伝資源の利用法等に関する特許権を既に取得してい
る場合があるため、商業利用の際には事前調査が必要。



新寄託制度の要素

寄託者へ事前通知すれば商業的利用が可能
– 商業目的（知的財産権の出願を含む）に利用する場合は、利用者が寄託者に事前に

通知する必要があります。

商業的利用を行うときは寄託者との事前合意が必要
– 商業目的（知的財産権の出願を含む）に利用する場合は、寄託者が利用者と事前に

協議し、合意する必要があります。

原産国等の法令等により、寄託しようとする生物遺伝資源の商業利
用が禁止されている場合

– 生物遺伝資源は、非商業目的にのみ利用することができます。

– 知的財産権の出願は行えません。

12

「商業的利用する場合の条件」ｰ３つの条件
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新寄託制度で寄託された株の
５つの利用条件
（寄託者目線）



寄託時に
設定される
利用条件

利用条件 詳細

利用条件
（１）

利用目的の制限なし
利用者は生物遺伝資源等を商業的利用できる。
（旧寄託制度の「一般寄託」と同様）

利用条件
（２）

利用目的は非商業的
利用に限定

利用者は生物遺伝資源等を商業的利用（知的財産権の出
願を含む）する場合は、寄託者へ事前に通知する。

利用条件
（３）

利用目的は非商業的
利用に限定

利用者は生物遺伝資源等を商業的利用（知的財産権の出
願を含む）する場合は、寄託者と事前に協議し合意を得
る。

利用条件
（４）

利用目的は非商業的
利用に限定

この条件の選択は、原産国の法令等により、寄託しよう
とする生物遺伝資源の商業的利用が禁止されている場合
に限る。

利用条件
（５）

利用条件は寄託者が
指定

利用者は寄託者が指定した利用条件に従う（指定できな
い条件あり）。
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新しい寄託制度と利用条件



新しい寄託制度
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利用条件（５）
利用条件は寄託者が指定

ｰ 利用者は寄託者が指定した利用条件に従うことが必要
ただし、以下に挙げる条件は指定できません

一 分譲に際し、寄託者又は寄託者が指定する第三者の許可を必要とする場合
二 寄託者がバイオCから収益の配分を求める場合
三 寄託者が分譲先を制限する場合
四 その他、受け入れるべきではない利用条件の場合

受け入れるべきではない利用条件
① NBRCが寄託者と何らかの手続きを行わなければならない条件
（例）NBRCが寄託者に分譲先の情報を提供する

NBRCが寄託者に書面を提出する
NBRCが寄託者に分譲件数を報告する

② 分譲できない可能性があるもの
（例）分譲前に利用者が寄託者に連絡する
③ その他

判断が困難な条件については、その都度確認します



寄託手続
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（１）「生物遺伝資源の寄託に関する同意書」と「Accession Form for 
Deposit」をNBRCホームページからダウンロードしていただき、必要事項を
ご記入の上、e-mailで生物資源利用促進課へお送りください。
生物遺伝資源の寄託に関する同意書・Accession Form for Deposit（微生物）
生物遺伝資源の寄託に関する同意書・Accession Form for Deposit（DNA）

（２）NBRCから受入れ可能との連絡がありましたら、生物遺伝資源をお送り
ください。

（３）生物遺伝資源の保存と品質管理試験が終了しましたら、生物遺伝資源受
託証を発行します。

（４）寄託された生物遺伝資源は、保存が完了次第、NBRCのウェブサイト等
から公開し、利用希望者に提供します。
寄託者のご希望により、その生物遺伝資源に付与したNBRC番号が公知になら
ない限り、生物遺伝資源受託証を発行した日から最長3年間、菌株を非公開に
することが可能です。



その他の菌株保管サービス
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生物遺伝資源バックアップサービス

安全寄託

安全保管

• 寄託者からの依頼により、寄託者が指定する国内の第三者と寄託者自身に分与
することが可能（有償）。

• 寄託証明書を発行します。寄託者が申告した原産国名を証明書に記載すること
が可能。

箱単位（1箱100本まで）又は機器専有でお預かりするサービス

株単位で生物遺伝資源をお預かりするサービス

• 箱単位で保管の場合、寄託者（安全保管を依頼した方）自身への分与が可能
（有償）。機器専有で保管された場合、寄託者自身による保管標品の追加や引
き出しが可能（有償）。

• 対象：微生物（細菌、真菌、古細菌、バクテリオファージ及び微細藻類（真核生物に属
するもの））、コンソーシア（複数の微生物又は原生生物のいずれか、又は両方から構成
されるもの）、植物細胞、動物細胞、組換え体、DNA及び生物遺伝資源の分離源（土壌、
水等）です。(動物細胞の場合は細胞の由来をお知らせください)

生物遺伝資源の保管に係るコストや災害などによる消失のリスクを軽減するこ
とを目的
ディープフリーザー（－80℃）又は液体窒素タンク（気相、約－170℃）保管
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NBRC株を利用する場合
（新しいNBRC株分譲制度：利用者目線）
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○生物遺伝資源が利用しやすくなります。

NBRCオンラインカタログ上で寄託時に選択された利用条件を提示し、
ご利用いただく際の条件が分かりやすくなりました。

・NBRCから分譲された生物遺伝資源の商業利用・非商業利用が
明確になりました。

非商業的利用とは、研究開発など利用段階では収益を得ない活動の範囲で生物遺
伝資源等を利用することをいいます。
商業的利用とは、非商業利用以外の場合であって、製造又は検査など収益を得る
ことを目的とした活動において生物遺伝資源等を利用することをいいます。生物
遺伝資源等を利用して得られた成果を元にして知的財産権に係る出願を行う場合
を含みます。

・NBRCから分譲を受けた生物遺伝資源及びその複製物を第三者に
利用させることができる場合を明記しました。

下記一から三のいずれかに該当する場合は、生物遺伝資源等を第三者に
利用させることができます。

一 解析、培養等を目的とした業務委託
二 利用目的の範囲内で、利用者と第三者の間で実施される共同研究
三 NBRCが許可する場合

NBRC株の新しい分譲制度



NBRC株の利用条件（旧寄託制度）

寄託時に
設定される
利用条件

利用条件 利用条件詳細

一般寄託 利用目的の制
限なし

利用者は生物遺伝資源等を商業的利用できる。

制限付き
寄託

利用目的は非
商業的利用に
限定

誓約書の提出が必要な微生物。
利用者は生物遺伝資源等を非商業的利用できる。利用者は生物遺伝資源等
を商業的利用（知的財産権の出願を含む）する場合は、寄託者と事前に協
議し合意を得る。
NBRCは寄託者に利用者の連絡先等を報告する。

海外原産
MTA追加株

利用目的は非
商業的利用に
限定

NITE又はNBRCと菌株の原産国との契約に基づき受け入れた菌株
（Material）。
原産国毎に指定のMaterial Transfer Agreement (MTA)の提出が必要。
MTAの記載条項(抜粋)：1. Materialの原産国を認識すること。2. Material
の使用は非商業利用にかぎること。3. Providerの許可なく第三者に移転し
ないこと。4. Providerが利用者の組織名、日付を原産国に通知することに
同意すること。5. Materialの使用から生じた成果を利用して商業利用（特
許出願を含む。）を行う場合は事前にProviderに許可を得ること。
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NBRC株のコレクションには、これまでの制度（旧寄託制度）で寄託され
たNBRC株が存在します。



NBRC株の利用条件の種類

寄託時に
設定される
利用条件

NBRCオンラインカタログ
「Restriction」欄の表示

利用条件詳細

利用条件
（１）

一般寄託
空白（下記以外） 利用者は生物遺伝資源等を商業的利用できる。

利用条件
（２）

Prior notification to 
DEPOSITOR required 
upon COMMERCIAL USE

利用者は生物遺伝資源等を商業的利用（知的財産権の出願を含む）する場合は、寄託
者へ事前に通知する。

利用条件
（３）

Prior agreement with 
DEPOSITOR required 
upon COMMERCIAL USE

利用者は生物遺伝資源等を商業的利用（知的財産権の出願を含む）する場合は、寄託
者と事前に協議し合意を得る。

利用条件
（４）

NON-COMMERCIAL USE 
only

利用者は生物遺伝資源等を非商業的利用できる。
この号の選択は、原産国の法令等により、寄託しようとする生物遺伝資源の商業的利
用が禁止されている場合に限る。

利用条件
（５）

Specific conditions for 
utilization set by the 
DEPOSITOR 

利用者は寄託者が指定した利用条件に従う（指定できない条件あり）。

制限付き
寄託

Conclusion of MTA is 
required, Deposit with 
Restriction

利用者は生物遺伝資源等を非商業的利用できる。利用者は生物遺伝資源等を商業的利
用（知的財産権の出願を含む）する場合は、寄託者と事前に協議し合意を得る。
NBRCは寄託者に利用者の連絡先等を報告する。

海外原産
MTA追加

株

Conclusion of MTA is 
required

NITE又はNBRCと菌株の原産国との契約に基づき受け入れた菌株（Material）。
原産国毎に指定のMaterial Transfer Agreement (MTA)の提出が必要。
MTAの記載条項(抜粋)：1. Materialの原産国を認識すること。2. Materialの使用は
非商業利用にかぎること。3. Providerの許可なく第三者に移転しないこと。4. 
Providerが利用者の組織名、日付を原産国に通知することに同意すること。5. 
Materialの使用から生じた成果を利用して商業利用（特許出願を含む。）を行う場合
は事前にProviderに許可を得ること。

旧寄託制度で寄託された株の利用条件と、新寄託制度の利用条件の株が存在します。
NBRCオンラインカタログのRestrictionの欄等からご確認ください。
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NBRC株の入手手順
１．微生物の検索

２．NBRC株のお申し込み

NBRC株をご希望の場合、NBRCオンラインカタログからご希望の微生物株の
NBRC番号や利用条件をご確認ください。

「生物遺伝資源の分譲と使用に関する同意書」に同意の上、
「生物遺伝資源分譲依頼書（微生物）」に必要事項をご記入いただいた
後、生物資源利用促進課へお申し込みください。

３．ご依頼内容の確認
受け取り確認及び微生物の発送予定日をご案内します。
追加で必要な書類がある場合、ご案内します。

L-乾燥標品（ガラスアンプル）、凍結・解凍標品（プラスチックチューブ）、
生菌（バイアル瓶またはスラント）などの形態でお送りします。

４．NBRC株の送付



１．微生物の検索
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NBRCオンラインカタログ

制限付き寄託株

http://www.nbrc.nite.go.jp/NBRC2/N
BRCDispSearchServlet?lang=jp



２．NBRC株のお申し込み
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生物遺伝資源の分譲依頼書

必要事項をご記入いただいた後、以下に
お申し込みください。

〒292-0818 千葉県木更津市かずさ鎌足2-5-8
独立行政法人製品評価技術基盤機構
バイオテクノロジーセンター(NBRC)
生物資源利用促進課(NBRC株担当)
TEL: 0438-20-5763
FAX: 0438-52-2329
E-mail: nbrc-order@nite.go.jp

記入例



３．ご依頼内容の確認

制限の種類
NBRCオンラインカタログ

記載欄 分譲依頼書以外に必要な書類
記載内容

「植物防疫法」に基
づく輸入検疫有害菌

Plant Quarantine No.
植物防疫所長発行の輸入検疫有害菌譲受許可書の写し

(例) 17Y569*1,Thailand

海外原産MTA追加株
（追加MTAの提出が

必要な微生物）

Restriction 原産国毎に指定のMaterial Transfer Agreement 
(MTA)
MTAの記載条項(抜粋)：1. Materialの原産国を認識すること。
2. Materialの使用は非商業利用にかぎること。3. Providerの許
可なく第三者に移転しないこと。4. Providerが利用者の組織名、
日付を原産国に通知することに同意すること。5. Materialの使
用から生じた成果を利用して商業利用（特許出願を含む。）を
行う場合は事前にProviderに許可を得ること。

Conclusion of MTA is 
required

制限付き寄託株
（誓約書の提出が必

要な微生物）

Restriction

誓約書Conclusion of MTA is 
required, Deposit with 
Restriction

「カルタヘナ法」に
規定される遺伝子組
換え生物等に該当す
る菌株

Restriction

遺伝子組換え生物等の使用等における誓約書Living Modified Organism 
(LMO)

「外国為替及び外国
貿易法」により輸出
が規制される微生物

Restriction
戦略物資等輸出規制に係る生物遺伝資源利用誓約書

Export prohibited by law

入手にあたり追加書類の提出が必要となる生物遺伝資源
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遺伝子組換え生物等の使
用等における誓約書

戦略物資等輸出規制に係る生
物遺伝資源利用誓約書

誓約書（制限付き寄託株）

３．ご依頼内容の確認
追加で必要となる書類

植物防疫所長発行の輸入検疫有害菌譲受許可書の写し

原産国毎に指定のMaterial Transfer Agreement (MTA)（海外原産MTA追加株）
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○生物遺伝資源の充実のため、ご協力をお願いいたします。

ユーザーの皆様のニーズや産業の動向に対応し、ユーザーの皆様にご満足いただ
けるような生物遺伝資源を収集・提供していくため、下記の事項にご協力をお願
いいたします。

・分譲を受けた生物遺伝資源等を利用して得られた成果を公表する場合
には、NBRC番号を記載するとともに、NBRCにお知らせください。

・ 分譲を受けた生物遺伝資源等を利用して商業的利用を実施した際に
は、NBRCにお知らせください。

４．NBRC株の送付
L-乾燥標品（ガラスアンプル）、凍結・解凍標品
（プラスチックチューブ）、生菌（バイアル瓶ま
たはスラント）などの形態でお送りします。

凍結・解凍標品（プラスチックチューブ）

生菌（スラント）

L-乾燥標品（ガラスアンプル）



お問合せ、寄託・分譲のご依頼先
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〒292-0818 千葉県木更津市かずさ鎌足２－５－８
独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）
バイオテクノロジーセンター（NBRC）
生物資源利用促進課
E-mail: nbrc@nite.co.jp
TEL: 0438-20-5763
FAX: 0438-52-2329
URL: https://www.nite.go.jp/nbrc/cultures/index.html

お気軽にご連絡ください。



独立行政法人製品評価技術基盤機構

バイオテクノロジーセンター

（Biological Resource Center, NITE ; NBRC）

生物資源利用促進課

稲葉 重樹

バイオ産業の発展を支えるNBRCの微生物遺伝資源
の寄託・提供制度

スクリーニング株（RD株）の
提供

NITE Biological Resource Center

【東京開催】201９年１月３１日（木） 14:00－14:30
【大阪開催】201９年２月７日（木） 14:00－14:30
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NBRCが保有・提供する微生物
NBRC 株 （ISO9001管理） 32,166 株（平成30年3月末）
・ NBRC番号（菌株番号の前にNBRC）がついている一般

に広く公開された微生物のコレクション
・ NBRC番号を取得してNBRCから公開するために保存を

依頼されたもの
・ 分類学的基準株
・ 論文発表株
・ 薬局方、JIS、ISOなどの試験法に規定された菌株

・ スクリーニング用途などの利用を想定し、NBRCが独
自に収集した微生物

・ 独自に分離、国内機関からの譲渡、海外との共同事業
で収集

・ 属レベルまでの簡易同定
・ 国内株はNITEが所有権を保有
・ 海外株は原産国との契約に基づいて移転
・ 年間利用料 500～1,000円／株・年

・ 微生物ゲノムDNA
・ ヒトcDNAクローン
・ 微生物DNAクローン

スクリーニング株（RD株） 49,731株（平成30年11月末）

その他



スクリーニング株（RD株）の特徴

• RD株とは： 国内外の様々な環境で収集した微生物株を新製品開発のためのス

クリーニング材料として提供

• 構成： 国内由来株（I類・II類）・海外由来株（ベトナム、ミャンマー、モン

ゴル）

• 同定： 形態観察および遺伝子配列情報により、およそ属レベルまで同定

• 安全性： BSL2の種は提供せず

• 提供方法： 1年ごとの利用料

• 利用料： 500円/株/年 または 1,000円/株/年 （消費税別）

• 商業利用：

– 単独で特許出願が可能

– 国内由来株では商品化時のロイヤリティ不要

31



国内由来株とは
• 日本国産の分離源から分離した菌株

• 外部機関(企業など)からNBRCへ譲渡された株(国内由来株Ⅰ類)
とNBRC職員が自身で分離を行った株(国内由来株Ⅱ類)の2種類

• 強酸性温泉地等の極限環境のほか、国内各地の土壌・植物・昆虫
・海洋生物・海水・食品といった多様な分離源から菌株分離

12,407 

497 169 
1,971 

13,737 

1,136 613 

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000

国内由来株

放線菌

乳酸菌

酢酸菌

その他原核生物

糸状菌

酵母

その他真核生物

合計
約30,500株

海泥

森林

酸性環境

多様な採集環境

多様な分離源

発酵食品

海洋生物

昆虫寄生菌

多様な微生物群

ラビリンチュラ類

糸状菌

放線菌
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海外由来株とは
• 原産国との共同研究を通じて、海外産の分離源から分離した菌株

• 生物多様性条約(CBD)を遵守するため、微生物資源の保全と持続
可能な利用に関する覚書(MOU)および共同研究契約(PA)を締結

• 日本国内には無い様々な環境・分離源から菌株分離

7,208 

1,230 
74 611 

8,477 

1,100 
192 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

海外由来株

放線菌

乳酸菌

酢酸菌

その他原核生物

糸状菌

酵母

その他真核生物

合計
約19,000株

モンゴル：約5,400株

ミャンマー：約4,400株

ベトナム：約9,000株

エビ 発酵茶 なれ鮨発酵ピーナツペースト 発酵乳

様々な伝統食品からの収集

乾燥発酵乳 33



RD株の利用料

種 類 種類別説明
利用料（株・年）

消費税別

国内由来Ⅰ類株 外部機関から譲渡を受けた菌株
新規 500円
継続 250円

国内由来Ⅱ類株 NITEが独自に収集した菌株
新規 1,000円
継続 500円

海外由来株
モンゴル
ベトナム
ミャンマー

提供国との共同事業を通じて現
地で収集した菌株

新規 1,000円
継続 1,000円
半額は利益配分として提
供国に支払うものです

国内由来株は継続利用時に利用料が半額になります
34



菌株の選定方法
• 提供可能なスクリーニング株（RD株）のリスト

をExcelファイル形式で公開しています
*オンラインカタログでの菌株検索はできません

• 国内I類、国内II類、モンゴル由来、ミャンマー
由来、ベトナム由来の各菌株リストがダウンロ
ード可能です

• 塩基配列情報から近縁種の選定も可能です

電子メールでお申し付けください
*分類群によっては種までの判別は困難な場合があります

35



菌株リストの紹介

クリック

36



国内由来株の申し込みフロー
ご依頼者 NITE

公開リストから菌株選定

HPから提供申込書（新規）をダ
ウンロードし、必要事項を記入
E-mail添付・FAX・郵送で申込* 在庫確認

請求書発行所定の銀行口座に振り込み**
（クレジットカードは利用できません）

入金の確認の後、
発送日を相談発送希望日の連絡

発送

*見積書・納品書が必要なさいはお申し付けください
** 利用料は原則として前納でお願いしています 37



菌株の保存・送付方法
• RD株はすべて凍結保存しています

– フリーザーまたは液体窒素気相中

• ご依頼者には凍結状態でお送りします
– ドライアイスを入れた発泡スチロール製容器に

梱包し、冷蔵便で送付

• 培地組成・復元培養の手順は送付時に同梱
38



海外由来株の申し込みフロー
ご依頼者 NITE
公開リストから菌株選定

HPから提供申込書（新規）をダウンロード
し、必要事項を記入

Eメール添付・FAX・郵送で申込*
在庫確認

利益配分提案様式送付
利益配分値の提案

ご提案の利益配分値に基づき
原産国と交渉

契約書・素材移転契約(MTA)
案の送付

契約書・MTA案の確認：決済**

契約書・MTA案の決済

請求書の発行

以下、国内由来株と同じ

*植物防疫法の輸入検疫有害菌に該当する菌株のご提供には要別途手続き
** 契約書原本は利用開始日確定後に双方署名・捺印

所定の銀行口座に振り込み
（クレジットカードは利用できません）
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利用の継続・終了

利用期間終了の約2ヶ月前に、利用継続または利用終
了のご意向を電子メールにてお問い合わせします

• 利用継続時：「利用申込書（継続）」の提出

• 利用終了時：ご依頼者にて滅菌廃棄後、

「廃棄・処分証明書」の提出
＊利用されている菌株の一部のみ継続利用すること
も可能です
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各種手続き
• 国内由来株の特許出願に伴う菌株寄託

– 特許出願のため特許微生物寄託センターにRD株を寄
託する手続きは、NITEが行います

– 寄託料はご依頼者負担です

– 出願の約3ヶ月前までに「特許寄託依頼書」をご提出
ください

• 共同研究先での菌株利用
– 共同研究先からも利用のお申込みが必要です

• 解析・同定の外部委託
– 外部委託先（第三者）への移転許可申請手続きが必

要です（申請書は電子メール等でご請求ください）
41



RD株
NBRC株国内由来株 海外由来株

※原産国との契約が必要になります

商業利用 可能です。
商業利用中は菌株利用料の
支払いが必要です。

可能です。
商業利用中の菌株利用料、
特許登録時と特許実施時
の一時金、売上げに対す
るロイヤリティの支払い
等が必要です。
（支払額は菌株の原産国
と協議のうえ決定）

菌株の利用条件により異な
ります。
利用条件はNBRCオンライ
ンカタログでご確認下さい。

特許出願 利用者による出願が可能で
す。
ただし、本RD株は公知の
ものであるため、微生物そ
のものを発明とした特許は
取得できません。

利用者による出願が可能
です。
ただし、本RD株は公知
のものであるため、微生
物そのものを発明とした
特許は取得できません

利用者による出願が可能で
す。
ただし、NBRCが公開・分
譲している菌株は公知のも
のであるため、微生物その
ものを発明とした特許は取
得できません

特許出願にあ
たり菌株の寄
託を希望され
る場合

利用者の依頼により、
NITEが特許微生物寄託セ
ンターに特許寄託（寄託手
数料は利用者負担）あるい
は、NBRCにNBRC株とし
て寄託します。

原産国との取り決めによ
りNBRCにNBRC株とし
て寄託します。

事前にNBRCへお問い合わ
せください。

分譲・提供微生物の利用条件

42



成果の報告

• RD株を利用して特許出願、特許登録、特
許実施、製品の販売及び論文等の発表を
行った場合は、NITEへご報告をお願いし
ます
– 特許出願時： 「特許出願報告書」の提出

– 特許登録時： 「特許登録報告書」の提出

– 特許実施時： まずご一報ください

– 製品販売時： まずご一報ください

– 論文発表時： 該当論文の提出

43



新規公開株の紹介

• 提供可能なRD株の拡充に努めています

最新のリストから菌株をご選択ください

（参考）今年度新たに公開したRD株の例
– 日本人の糞便から分離した腸内細菌（28属101

株）

– 岩手県二戸(にのへ)市の希少なウルシから分離
した微生物（細菌148株、糸状菌16株、酵母
77株）
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お問い合わせ・お申し込み先

• 〒292-0818 千葉県木更津市かずさ鎌足2-5-8

独立行政法人製品評価技術基盤機構

バイオテクノロジーセンター

生物資源利用促進課

スクリーニング株提供担当

• E-mail: rd@nite.co.jp

• FAX: 0438-52-2329
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NITE スクリーニング株 検索NITE スクリーニング株 検索

http://www.nite.go.jp/nbrc/cultures/rd/index.html


